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る会社職員給与臨時措置令と会社経理統制令の 2 つである。 
100 
会社職員給与臨時措置令は物価高騰の抑制対策として、国家総動員法第 11
条に基づき 1939（昭和 14）年 10 月 18 日に公布され制定された価格等統制令
を構成する勅令で、給与統制を目的とする限時法（1940 年 10 月 19 日まで）
である。同令は 25 条の条文からなり、給与統制対象を資本金 20 万円以上の会
社（第 2 条）で従事する会社職員と定めている（第 3 条）2。また第 4 条では、
会社職員の給与を報酬・給料（いわゆる基本給）、手当、賞与だけではなく、交
際費、機密費、その他職務の対価として支給する金銭的、現物支給している給
与も給与統制の対象としている。具体的な統制方法は、1939 年 9 月 18 日現在
の各会社の賃金制度（給料手当支給準則）の報告を会社に求めるとともに、賃







大蔵省が処理した申請案件の全体は 1,756 件で、その内訳は賞与が 912 件
（51.9％）で最も多く、給与手当 756 件（43.1％）、臨時給与 88 件（5.0％）
がこれに続いている。給与手当 756 件の申請内容は「準則変更認可」487 件
（64.4％）が最も多く、「支給許可」167 件（22.1％）がこれに続き、「準則認













（注 1） 大蔵省理財局処理分のみ。ただし 1940 年 1 月 15 日～6 月 20 日の間を除外。 
（注 2） （  ）内の値は「給料手当小計」を 100％とした場合の構成比。 
（出所）柴田善雅（1992）「戦時会社経理統制令体制の展開」『社会経済史学』第 58 巻
第 3 号、p.19 をもとに作成。  







に強制監査を目的とした勅令で、国家総動員法第 11 条に基づいて 1940 年 10
月 20 日に施行された6。同令は 52 条の条文から構成され、本稿の目的である
職員の給与に関わる給与統制の条文は第 6 条から第 28 条である。 
職員の給与統制は役員と社員を一緒にして統制していた会社職員給与臨時
措置令と異なり役員と社員とに分けて行われ、役員の給与は報酬、賞与、退職
金、臨時の給与および雑給与に、社員の給与は基本給料（第 18 条、第 19 条）、
手当（第 20 条）、賞与（第 21 条）、退職金（第 22 条）、臨時の給与（第 23 条）
にそれぞれ分けて統制されている（第 17 条）。 










図表 2．社員の初任給（1940 年） 
 
（注 1） 加算額は卒業後 1 年以上を経過した者に対し年数 1 年に付加する金額。 



































1940 年に制定された会社経理統制令は戦後の 1945 年 12 月 20 日に廃止され
るまでのおよそ 5 年間で 11 回の改正が行われ（図表 3）、そのうち賃金に関わ
る改正は初任給適用除外の条文見直しが行われた 1941 年 9 月 17 日改正と、昇
給定義の見直しが行われた 1944 年 3 月 9 日改正で、前者の 1941 年 9 月 17 日
改正では先述の会社経理統制令施行規則が条文化された8。後者の 1944 年 3 月
9 日改正の詳細について、同日改正された施行規則をみると、第 1 にこれまで






















図表 4．1944 年改正後の定期昇給の昇給財源の概要 
 
（注）年間昇給実施回数が「2 回」昇給原資上限は 1 回ごとの値。 
 
 













































る。図表 5 は同令が制定された 1940 年度から 1944 年度の 5 年間における申
請件数の推移を整理したものである。その中から基本給料関係の許可申請の状




2,068 件から同年 1943 年度 6,909 件へと 3 倍以上に増加した。しかし、件数
は 1943 年度をピークに翌 1944 年度の申請件数は 2,389 件に減少した。 
こうした許可申請状況は、同令全体の施行状況においてどの程度の位置づけ
にあるのか。まず申請件数全体に占める社員給与の申請項目の比率（「基本給料





の 2 年間は 2 割前後の水準（1940 年度：21.3％、1941 年度：19.2％）であっ
たが、その後は、1 割台半ばで推移している（1942 年度：16.9％、1943 年度：
16.1％、1944 年度：16.6％）。 
つぎに第 2 の許可承認状況については 1940 年度から 1943 年 10 月までの実
績をもとに確認する。基本給料関係の許可申請の累計件数は昇給許可申請
9,643 件、初任基本給料準拠承認 1,265 件、初任基本給料支給許可 5,779 件、
合計 16,687 件であり、これら許可申請に対する許可承認の累計件数は同 8,530
件（許可承認比率：88.5％）、同 966 件（同 76.4％）、同 5.348 件（同 92.5％）、



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































70 65 60 60 55 50 43
機械・
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図表 7．会社職員給与臨時措置令施行前（1937 年 12 月 3 日改正）の昇給表 
 
（注 1）「50 円未満」の増給額は成績が反映されていない。 
（注 2）「100 円未満」以降の増給額は「月給×増給率」により算出。 
（出所）明治製糖株式會社「使用人增給及昇格内規（昭和 12 年 12 月 3 日改正）」 
 
（２）会社職員給与臨時措置令施行後の基本給改正の変遷 




額の金額が高くなるよう改正されている（最低 3 円、最高 5 円）。②について
は、それまでランクが分かれていた乙種私大専門と丙種私大専門が統合され、
学歴区分数がこれまでの 7 区分から 6 区分へと 1 区分削減された。なお、図表
8 は改正後の初任給表で、1940（昭和 15）年 4 月からの採用者から適用された。 
 
図表 8．1940 年 4 月の初任給表 
 
（出所）明治製糖株式會社「初任給標準（昭和 14 年 9 月 1 日改正）」 
 
（単位：割）
50円未満 100円未満 180円未満 250円未満 250円以上
12ヶ月以上 18ヶ月以上 24ヶ月以上 30ヶ月以上 36ヶ月以上
成績：甲 1.0程度 1.0程度 1.0程度 1.0程度
成績：乙 0.9 0.9 0.9 0.9

















































70 65 60 60 55 43
下記
以外
75 70 65 64 59 46
機械・
電気










1940 年 11 月改正～昇給改正 
つぎに行われた基本給改正は会社経理統制令施行後（1940 年 10 月 20 日）
に行われた 1940 年 11 月改正である。主な改正点は本給区分数の削減であり、
現行の「5 区分」から 1 区分削減して、新たな区分を「4 区分」とした（図表 9）。 
 
図表 9．1940 年 11 月改正の昇給表 
 
（注 1） 増給額は「月給×増給率」により算出。 
（注 2） 停年超過なる者は超過月数の割合より増率を認める。ただし、特殊の事情にて
詮議を延ばしたる者はこの限りではない。 
（注 3） 特に劣悪の者および特殊の事情にある者は標準以下、または見送ることがある。 
（出所）明治製糖株式會社「使用人增給標準（昭和 15 年 11 月 1 日附分より実施）」 
 
1941 年 1 月改正～初任給改正（1941 年 4 月施行） 
1941 年 1 月に行われた基本給改正は初任給改正で、①初任給増額と②賃金
表における学歴区分数の削減が行われた。①については、会社経理統制令の金
額を超えないように、学歴の高さに比例して増額の金額が高くなるよう改正さ
れ（最低 2 円、最高 10 円）、②については、それまでランクが分かれていた乙
種私大と丙種私大が統合され、学歴区分数がこれまでの 6 区分から 1 区分削減




12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月の割合 18ヶ月 12ヶ月の割合 24ヶ月
甲 0.9 0.8 0.7 1.05 0.6 1.2
乙 0.8 0.7 0.6 0.9 0.5 1.0






図表 10．1941 年 4 月の初任給表 
 
（出所）明治製糖株式會社「役員會議案（自昭和 14 年 9 月至昭和 25 年 3 月）を一部修正。 
 
1944 年 6 月改正～初任給改正（1944 年 10 月施行） 




図表 11．1944 年 10 月の初任給表 
 
（出所）明治製糖株式會社「初任給標準一部改正ノ件（昭和 19 年 6 月 1 日）」 
（単位：円）







































75 70 60 55 42
下記
以外
80 75 65 60 45
機械・
電気
85 80 70 65 45
75 75 60 60 42




















































75 70 60 55 42










1944 年 10 月改正～昇給改正 
最後に行われた基本給改正は 1944 年 10 月の昇給の改正で、同年 3 月 9 日施
行の改正会社経理統制令の施行に合わせて行われた。主な改正点は、①昇給表
における本給区分数の増加、②昇給実施時期の見直し、③昇給率の見直しであ
る。第 1 の本給区分数の増加は、現行の「4 区分」から 3 区分増加して、新た
な区分を「7 区分」とした。 
第 2 の昇給実施時期の見直しと第 3 の昇給率の見直しについては、今回の会
社経理統制令改正による昇給の統制強化を受けたもので、第 2 の昇給実施時期
の見直しは各本給区分とも昇給実施時期（停年月数）を 12 ヶ月とし、第 3 の
昇給率の見直しについては、本給水準が低い区分の昇給率の拡大（最大 1.1 割）
が行われた。図表 12 は改正後の昇給表である。 
 
図表 12．1944 年 10 月改正の昇給表 
 
（注 1） 増給額は「月給×増給率」により算出。 
（注 2） 停年超過なる者は超過月数の割合より増率を認める。ただし、特殊の事情にて
詮議を延ばしたる者はこの限りではない。 




よび中等以下）の者は原則として標準より 1 分から 2 分を減ずる。ただし、成
績優秀者はこの場限りでない。 
（出所）明治製糖株式會社「使用人増給標準（昭和 19 年 10 月 1 日附分より実施）」（昭
和 19 年 10 月 12 日、親台第 199 号）および使用人増給に関する件」（昭和 19




80円以下 120円以下 250円以下 250円以下 350円以下 450円以下 450円超過
12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月
甲 1.1 1.0 0.9 0.9 0.8 0.7 0.6
乙 1.0 0.9 0.8 0.8 0.7 0.6 0.5






















1937 年、40 年、41 年、43 年時点のものを掲載した。 
まず、図表 13 から検証してみよう。三井物産では商業学校の初任給は明治
商店の「中学程度」より若干低めに設定されていた。しかし、初任給は明治商
店と同様に会社職員給与臨時措置令施行後、金額が 1937 年の 37 円から 40 年
に 40 円、43 年に 42 円と引き上げられており、同様の傾向を指摘できる。こ
うした金額の引き上げは、同社の採用方針を多分に反映していたと考えられる。
すなわち、三井物産の新卒採用は戦時体制下での業務の拡張に合わせて、1937
年の 186 人から 1940 年には 426 人にまで増加したが、その後は人材払底に伴
















学校名 人数 構成比 学校名 人数 構成比 学校名 人数 構成比 学校名 人数 構成比
37円 60 人 32% 40円 249 人 58% 42円 78 人 98%
東京一商 4 福知山商業 8 東京三商 4
東京三商 4 昭和一商 6 小樽商業 3
愛知商業 2 東京三商 6 大連商業 3
宇都宮商業 2 松本商業 5 第一神戸商業 3
久留米商業 2 中央商業 5 愛知商業 2
慶應商工 2 鳥取商業 5 横浜商業 2
四日市商業 2 名古屋商業 5 嘉義農林 2
昭和一商 2 愛知商業 4 高輪商業 2
千葉商業 2 宇都宮商業 4 鹿児島商業 2
大連商業 2 京都三商 4 昭和一商 2
第一神戸商業 2 広島商業 4 千葉商業 2
天王寺商業 2 四日市商業 4 中央商業 2
その他 32 松江商業 4 中京商業 2
神奈川商工実習(商) 4 銚子商業 2
前橋商業 4 天王寺商業 2
天王寺商業 4 東京一商 2
伊万里商業 3 函館商業 2
宇治山田商業 3 名古屋商業 2
浦和商業 3 名古屋二商 2













45円 1 人 0%
東京工芸 1
55円 18 人 4% 55円 17 人 10%
慶應、高等部 3 善隣高商 4
善隣高商 3 大倉高商 3










年の 58 円から 40 年に 60 円と 2 円増額した。第二に、会社職員給与臨時措置
令施行前には同額だった私大と官立大学の初任給が、法令施行後に私大と官立
大学に区分され、私大は 73 円から 65 円へと引き下げられた点である。なお、
商業学校が比較的初任給の増加額が大きく、高等商業が次いで増額される傾向


















学校名 人数 構成比 学校名 人数 構成比 学校名 人数 構成比 学校名 人数 構成比
58円 55 人 30% 60円 65 人 15% 60円 46 人 28%
東京商大専門部 6 東京商大専門部 10 東京商大、商専 5
名古屋高商 4 横浜高商 6 東京外語 5
慶應高等部 3 山口高商 4 横浜高商 4
県立神戸高商 3 名古屋高商 4 名古屋高商 3
山口高商 3 小樽高商 3 小樽高商 2
小樽高商 3 東亜同文 3 東亜同文 2
東亜同文 3 明治薬専 3 東京薬専 2
同志社高商 3 京城高商 2 明治薬専 2
横浜高商 2 高松高商 2 三重高農 2
京城高商 2 神戸高商 2 大阪外語 2
大阪商大高商部 2 大阪商大高商 2 その他 17
長崎高商 2 大分高商 2
彦根高商 2 彦根高商 2
福井高商 2 その他 20
和歌山高商 2
その他 13
73円 62 人 33% 65円 22 人 5% 65円 27 人 16%
東京商大 16 慶大 13 慶大、経/法 16
慶大、経 7 早大 3 神戸高船 2
東大、経 5 立大 3 同志大、法 2
早大、理工 3 中大、法 1 専修大、経 1
大阪商大 3 法大、法 1 早大、商 1
東大、商 3 明大、商 1 拓大、商 1
京大、経 2 中大、法 1
慶大、法 2 東京高船 1
東大、英法 2 明大、商 1
東北大、法文 2 立大、経（商） 1
北大、林 2 66円 1 1%
その他 15 鹿兒島商船 1
67円 6 人 1% 67円 1 1%
東京高工芸(木工) 1 東京高等工芸（木工） 1
桐生高工(紡) 1 68円 5 5 3%
熊本高工(土木工) 1 神戸高船 2
神戸高工(土木) 1 東京高船 3
横浜高工(建) 1
名古屋高工(紡) 1
72円 1 人 0%
東大、経(経) 1
73円 60 人 14% 73円 62 人 38% 75円 2 人 3%
東京商大 15 東京商大 17 九州帝大、農(林) 1
東大、経 13 東大、法 14 東大、経(商) 1
東大、法 12 東大、経 4
東大、農(農化) 1 東大 1
京大、経 4 東大、商 1
京大、英法 1 東大、農（林） 1
京大、法 1 京大、法 7
大阪商大 4 京大、経 2
神戸商大 3 神戸商大 4
北大、農 3 大阪商大 3
東北大、法 2 九大、法文 2





75円 2 人 0% 75円 1 人 1%
日大、工(建) 2 日大、工（土木工） 1
80円 1 人 1% 77円 1 人 0% 76円 4 人 2%
東大、薬 1 早大、理工(建) 1 神戸高船 1
87円 8 人 4% 87円 1 人 0% 東京高船 3




総計 186 人 100% 総計 426 人 100% 総計 164 人 100% 総計 80 人 100%























の 1 つである社員の給与制限に一定の効果がみられていたことがうかがえる。 
第 2 に明治商店の事例分析では、法令後、3 回の初任給改正と 2 回の昇給改

























2 第 3 条では、会社職員を役員と社員に分け、役員を「機関として会社に業務に従事




たとえば、資本金 500 万円以下の案件は税務署と税務監督局に委ね、500 万円超の
案件を大蔵省が処理していた（柴田〔1992〕）。 
4 対象企業は資本金 20 万円以上、または役員および社員の合計数が常時 30 人以上の
会社としていた（山住克己〔1941〕『資金調整と経理統制』産業経済学会、pp.266-267）。 
5 商法上の「社員」とは異なり「会社職員」を意味する。 
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